
薬事日報　薬学生新聞

　2019年度の製薬業界は世界的に企業買
収が相次いだ年となった。昨年度は武田薬
品が日本企業としては過去最高額となる約
７兆円で買収したことが話題となったが、
今年度も大日本住友製薬やアステラス製薬
が3000億円以上のＭ＆Ａを行い、新薬開

発や海外展開を加速させている。国内の医
薬品市場が厳しさを増す中、治療領域のみ
ならず、予防医療や介護も含めた事業拡大
を模索する企業も見られるようになり、各
社の強みを生かした総合的なヘルスケア事
業の基盤構築を図っている。

　医療用医薬品市場は、医薬品開発の
難易度が年々高まっているのに加え、
医療費高騰による薬価引き下げや人口
減少により縮小傾向にある。製薬企業
は、物質特許で独占販売期間が保護さ
れている新薬を販売することで収益を
最大化する一方、特許期間が満了する
と後発品メーカーの参入を受け、売上
が大きく減少するビジネスモデルとな
っている。一つの新薬を世界で開発す
るためにかかる費用は約26億ドルに
上り、10年以上の期間を要すること
から、世界の製薬大手企業は1000億
円以上を売り上げる主力品が特許切れ
を迎えるたびに後期開発段階に有力な
開発パイプラインを持つ企業を買収し
てきた。
　国内企業も大日本住友製薬が23年

に北米での物質特許満了を迎える非定
型抗精神病薬「ラツーダ」の穴を埋め
るため、英ロイバントサイエンス子会
社を約3200億円で買収した。アステ
ラスは遺伝子治療領域を強みとする米
バイオ企業「オーデンテス」を3258
億円で手中に収めた。旭化成も米国で
医薬品事業を展開する「ベロキシス」
を1432億円で買収し、米国での事業
基盤を獲得した。
　国内製薬企業は国内医療用医薬品市
場がマイナス成長に突入していること
を背景に、日本市場でのシェア拡大よ
りも海外市場への進出を優先するよう
になっており、海外企業の買収に乗り
出している。大手や準大手企業では海
外売上比率50％を突破するようにな
った。後発品メーカーの海外進出も本

格化しており、東和薬品がスペインの
後発品企業「ペンサインベストメント」
を389億円で買収し、日医工、沢井製
薬に続き、グローバル市場に攻勢をか
けている。
　製薬業界が保有していない新たな技
術やアイデアを用いて、ヘルスケア業
界という広い枠で新たな製品を開発す
る動きもある。三菱ケミカルホールデ
ィングスは、医薬品ビジネス単体で今
後生き残ることが難しいと判断し、連
結子会社である田辺三菱製薬の完全子
会社化を決定した。グループが持つデ
ジタル技術などを取り入れ、予防医療
や再生医療、個別化医療ソリューショ
ンを総合力で展開する。
　業界の枠を超え、医薬品事業を包括
した総合ヘルスケアビジネスが新たな

市場を形成していく期待感も高まる。
大手製薬企業を筆頭にＩＴ企業やゲー
ム会社といった異業種企業と連携し、
モバイルヘルスや治療アプリ、病気を
未然に防ぐためのソリューション開発
に乗り出している。
　異業種にとっても医薬品市場への参
入や新たなヘルスケアビジネスの創出
に向けた絶好の機会になっているよう
だ。缶コーヒーメーカーのダイドーグ
ループは、昨年に希少疾患治療薬の開
発を手がけるダイドーファーマを設
立。飲料事業で健康や予防・未病領域
で事業を展開してきたが、ダイドーフ
ァーマで治療領域に進出し、グループ
全体で総合ヘルスケアビジネスを実現
する。事業多角化を進める楽天も医薬
品開発に参入し、レーザーで癌細胞を
死滅させる光免疫療法の事業化に挑ん
でいる。
　人工知能やモノとモノがつながるＩ
ｏＴなど最先端技術で社会課題を解決
する「ソサエティ5.0」の実現が国の
成長戦略となっている。薬学生のみな
さんには、医薬品開発・販売といった
従来の枠のみで製薬企業を考察するの
ではなく、より視野を広め、医療全体
の動向を見据えた幅広い洞察をもって
就職活動に臨んでほしい。

　日本における医薬品流通は、医療用の場合、製
薬メーカーから医薬品卸へ運ばれ、医薬品卸から
十数万軒の医療機関・調剤薬局へ届けられる。サ
プライチェーンの真ん中にいる卸は日々、医療現
場で必要とされる安全・安心な医薬品を、安定し
て供給している。

　しかも、大地震・津波や台風・大雨
など大災害発生時には、自ら（本人、
家族、自宅、会社）被災していても、
医薬品卸の社会使命を自覚し、患者の
生命と人々の健康に不可欠な医薬品
を、必要な時に必要な場所へ確実に届
けたことは、いろいろな報道で紹介さ
れた。この活躍で医薬品卸は、社会イ
ンフラの一つとして認知され、2016
年には日本医薬品卸売業連合会が団体
として厚生労働大臣表彰（薬事功労）
の栄に浴した。医薬品は誰かが必ず
現場に届けなければ患者に渡らない

のだから、当然の評価である。この卸
の活動は災害に限らず、新型インフル
エンザ等のパンデミック発生時も同様
である。
　一方、医薬品流通には依然として不
可解な商習慣も存在する。薬の価格を
決めずに納める「未妥結・仮納入」、
薬価改定には薬価調査による単品毎の
市場実勢価格の把握が必要だが、それ
をいろいろな製品の価格をまとめた
「総価取引」などであり、値段を決め
ずに納品することは他の業界ではあり
得ない特殊な状況である。

　これら昔から業界に残る習慣を正常
に向かわせるべく、長きにわたって流
通の近代化、流通改善に取り組んでき
たが、なかなか是正成果は得られなか
った。そこでとうとう国が主導して、
「医療用医薬品の流通改善に向けて流
通関係者が遵守すべきガイドラインに
ついて」を、厚生労働省医政局長・保
険局長の連名で18年１月23日に発出
し、４月１日から適用された。
　流通改善ガイドラインの遵守によっ
て、薬価調査に影響する単品単価取引
や早期の価格妥結などで一定の成果が
見られ、一歩前進と評されていた。そ
の後も、「医療用医薬品に関する販売
情報提供活動ガイドライン」、「医薬品
の適正流通（ＧＤＰ）ガイドライン」
が出されたことを受けて、医薬品卸と
して適切に対応するため種々の取り組
みを進めていた。

　そんな矢先の昨年11月27日、医薬
品大手４社のアルフレッサ、メディ
セオ、スズケン、東邦薬品へ、公正
取引委員会が地域医療機能推進機構
（ＪＣＨＯ）での医薬品入札に関する
独占禁止法違反（談合）疑惑で犯則調
査権に基づく強制調査に入った。マス
コミにも取り上げられたので、知って
いる薬学生も多いと思う。現在は調査
中であり、公取委の結論を待つしかな
いが、正すべきは正さないと、国民
と関係者からの信頼は失墜したまま
となり、医薬品卸の存在意義さえ危う
くなりかねない。今後の推移を見守り
たい。
　なお、今年10月には２年に１度の
ＩＦＰＷ（国際医薬品卸連盟）総会が
東京で開催される。世界中の医薬品メ
ーカー、流通、販売の専門家たちが一
堂に会して、医薬品に関する課題や解
決策、将来の展望について議論を展開
する予定となっている。グローバルな
知見に触れられる機会であるので、関
心のある人は注目してもらいたい。
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相次ぐ大型買収、海外展開も加速
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